
1 

 

 

 

 

 

 
 

調査概要 
 

（１）調査対象 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

：いわき市に在住する 65歳以上の方のうち、介護認定を受けて

いない方及び要支援１・２の方 9,800人 

在宅介護実態調査 ：在宅にて介護を受けている 65歳以上の方 700 人 

介護支援専門員アンケート ：いわき市内の居宅介護支援事業所に勤務する介護支援専門員

470人 

 

（２）調査方法 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

：郵送配布・回収（回答についてはインターネット回答を併用） 

在宅介護実態調査 ：認定調査員による訪問での聞き取り 

介護支援専門員アンケート ：郵送配布・回収（回答についてはインターネット回答を併用） 

 

（３）調査期間 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

：令和８年１月 16日（金）～令和８年２月 20日（金） 

在宅介護実態調査 ：令和８年１月 13日（火）～令和８年２月 20日（金） 

介護支援専門員アンケート ：令和８年１月８日（木）～令和８年２月 20日（金） 

※集計は、２月 26日（木）までの回収票を有効としました 

 

（４）回答状況 

調査種別 配布数① 総回答数 有効回答数② 
有効回答率 

②／① 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 
9,800 6,153 6,138 62.6％ 

在宅介護実態調査 700 442 434 62.0％ 

介護支援専門員アンケート 470 317 317 67.4％ 

老人福祉法及び介護保険法に基づき、市が策定する３ヵ年計画である「いわき市高齢者保健福祉計

画」について、第 10次計画が令和８年度に計画期間の最終年度となることから、次期計画の策定を行

うにあたり、高齢者福祉及び介護保険事業に関する市民の意識やニーズ等の把握、分析を行うことを

目的として実施しました。 

いわき市高齢者保健福祉計画策定に関するアンケート調査 

調査結果概要（調査結果等から見える課題） 
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調査結果から見える課題 

（１）介護予防・重度化防止の推進 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の回答から、各種リスクの該当者を年代別でみると、「低栄養の傾

向」と「うつ傾向」以外は年齢が上がるにつれてリスクが高くなっていく傾向があります。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第 10次高齢者保健福祉計画策定時の人口推計によると、将来の高齢者人口については今後減少していく

ものの、高齢化率は増加し続け、令和 12年（2030年）には 34.6％になると見込まれます。また、高齢

者人口における後期高齢者の割合が今後増えていくことも予測されており、要介護状態となるリスクの

高い高齢者の増加が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体・年齢階層別該当者割合 (%)

全体 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

運動器機能の低下 13.0 6.7 8.9 13.1 18.9 31.8

低栄養の傾向 6.2 7.2 6.0 5.4 5.6 7.4

口腔機能の低下 27.8 22.9 25.6 29.1 32.7 35.3

閉じこもり傾向 22.3 13.0 16.4 22.4 31.2 47.6

認知機能の低下 45.2 39.0 42.8 45.9 52.1 55.9

うつ傾向 39.8 41.4 38.5 40.6 39.5 37.0

転倒リスク 31.4 27.5 29.5 31.1 35.6 40.9

ＩＡＤＬが低い 4.7 1.7 2.3 3.9 5.6 19.3

315,566 

311,820 
307,558 

303,628 
299,631 

295,575 

278,838 234,739 
154,188 
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令和5年
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(2025)

令和8年

(2026)

令和12

年

(2030)

令和22

年

(2040)

総人口

(左目盛)

（人） （％）

50,047 48,836 47,120 45,643 44,043 42,603 39,121 38,549 25,269 

48,907 50,009 51,496 53,115 54,596 55,736 57,434 52,528 
42,911 

31.4 31.7 32.1 32.5 32.9 33.3 
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【（参考）人口推計】 

【ニーズ調査：年齢階層別リスク該当者割合】 

※出典：第 10次高齢者保健福祉計画（令和６年） 
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○介護予防の推進にあたって重要であると考えられる、生きがいづくりや社会との関わりについて、地域

における会・グループ等の《週１回以上》の参加状況では『⑧収入のある仕事』や『②スポーツ関係の

グループやクラブ』、『③趣味関係のグループ』などは比較的参加者が多くなっているものの、各項目

で「参加していない」の割合が最も多くなっています。 

○今後、高齢化の進展に伴い、介護予防の重要性は一層高まることが見込まれることを踏まえ、要介護状

態への移行をできる限り防ぎ、健康寿命の延伸を図るため、より多くの高齢者が介護予防の取組に参加

できる環境を整備していくことが重要です。 

 

 

 

  

  凡　例

①ボランティアのグループ n = 6,138

②スポーツ関係のグループやクラブ n = 6,138

③趣味関係のグループ n = 6,138

④学習･ 教養サークル n = 6,138

⑤（つどいの場など）介護予防のた
めの通いの場

n = 6,138

⑥老人クラブ n = 6,138

⑦町内会・自治会 n = 6,138

⑧収入のある仕事 n = 6,138

0.4

1.7

0.8

0.2

0.2

0.1

0.4

14.2

1.0

4.6

2.9

0.5

0.6
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0.7

0.1
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3.2

1.2

3.2

1.6

5.1

2.1

4.7

2.5

1.2

1.8

16.6

1.9

63.9

59.6

56.2

66.5

67.9

69.5

54.0

51.8

25.7

23.6

22.8

27.2

26.1

27.1

25.1

24.1

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

（%）

【ニーズ調査：会・グループ等の参加状況】 
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（２）単身高齢者世帯への支援 

○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査回答者の家族構成については、「１人暮らし」（17.7％）と「夫婦

２人暮らし（配偶者 65歳以上）」（32.6％）を合わせた『高齢者のみ世帯』は 50.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○併せて、統計データから高齢者単身世帯の推移をみると、高齢者数の増加に伴い、高齢者単身世帯数も

増加傾向にあります。令和元年（2019年）では 26,971世帯であったのに対し、令和５年（2023年）で

は 29,840世帯と 10.6％の増加となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今回のアンケート結果で 32.6％となっている「夫婦２人暮らし（配偶者 65歳以上）」は、今後配偶者

死別等による「１人暮らし」に変化していくことが想定されます。今後、さらなる増加が見込まれる単

身高齢者の生活について、相談支援体制や地域住民の見守り体制の強化等、社会全体でどのようにして

支えていくかが課題であると考えられます。 

 

 

 

【ニーズ調査：家族構成】 

  凡　例

n = 6,138 17.7 32.6 4.5 22.6 16.0 6.6

１人暮らし

夫婦２人暮らし

（配偶者65歳以上）

夫婦２人暮らし

（配偶者64歳以下）

息子・娘との２世帯

その他

無回答

（%）

146,371 146,795 
146,946 

146,972 146,775 

44,930 46,096 47,102 47,909 48,536 

26,971 27,754 28,505 29,272 29,840 

18.4 18.9 19.4 19.9 20.3
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【（参考）高齢者単身世帯の推移】 

(出典)第 10次いわき市高齢者保健福祉計画（いわき市「住民基本台帳」） 
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（３）健康づくりの推進 

○主観的健康感をみると、「まあよい」（69.8％）が最も高く、「とてもよい」（9.9％）を合わせた 79.7％

が健康と感じています。 

○一方、現在治療中、または後遺症のある病気は、「高血圧」が 53.3％と最も高く、次いで「目の病気」

が 20.8％、「高脂血症（脂質異常）」が 17.2％となっており、何らかの病気、または後遺症のある高齢

者は 84.7％となっています。 

○高血圧は、脳血管疾患などの要介護状態の原因となる主要な生活習慣病であり、糖尿病や脂質異常症な

どと併せて、健康寿命の延伸に向けた重要な課題となります。高齢期における要介護状態の発生予防の

観点からも、生活習慣病予防のための健診の受診勧奨や、健康づくりの意識向上、生活習慣の改善に向

けた知識の普及啓発を引き続き推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ニーズ調査：現在の主観的健康感】 

  凡　例

n = 6,138 9.9 69.8 16.0

1.9

2.4

とてもよい

まあよい

あまりよくない

よくない

無回答

（%）

【ニーズ調査：現在治療中、または後遺症のある病気】※上位 10位 

n = 6,138　

高血圧

目の病気

高脂血症（脂質異常）

糖尿病

筋骨格の病気（骨粗しょう症・関節症等）

心臓病

腎臓・前立腺の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

耳の病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

がん（悪性新生物）

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

外傷（転倒・骨折等）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等)

パーキンソン病

その他

ない

無回答

53.3

20.8

17.2

16.1

13.2

9.3

9.1

8.1

6.1

5.3

4.1
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2.4

1.0

0.4

0.3
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0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（%）
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（４）認知症施策の充実 

○在宅介護実態調査において、本人が抱えている傷病については、「認知症」が 24.7％と２番目に多くな

っています。また、主な介護者が不安に感じる介護では、「認知症状への対応」が 30.0％と最も高くな

っています。 

○高齢になるほど認知症の発症リスクは高まるといわれており、認知症になっても地域で安心して暮らし

続けられるよう、認知症の人や家族の意見を踏まえた支援体制の整備をさらに進める必要があると考え

られます。介護者の不安や負担の蓄積により、在宅介護の継続が困難となることも懸念されることから、

認知症高齢者本人への支援体制の充実に加え、介護者への相談支援やレスパイト支援、専門職との連携

体制など、介護者の負担軽減を図る取組を推進する必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【在宅介護実態調査：本人が抱えている傷病】※上位５位 

n = 434　

筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症等）

認知症

心疾患（心臓病）

糖尿病

変形性関節疾患

眼科・耳鼻科疾患（視覚・聴覚障害を伴うもの）

脳血管疾患（脳卒中）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

パーキンソン病

膠原病（関節リウマチ含む）

難病（パーキンソン病を除く）

その他

なし

わからない

無回答

25.3

24.7

23.3

22.4

12.7

12.7

9.2

9.2

8.3

4.8

2.5

2.1

0.9

19.6

4.4

2.6

6.1
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17

（%）

【在宅介護実態調査：主な介護者が不安に感じる介護】※上位５位 

n = 340　

認知症状への対応

夜間の排泄

入浴・洗身

日中の排泄

外出の付き添い、送迎等

屋内の移乗・移動

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

服薬

食事の介助（食べる時）

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

30.0

28.5

27.9

25.3

25.0

18.2

11.5

10.3

8.5

8.2

4.7

4.4

3.8

3.2

2.6

7.1

1.6

24.3
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○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の中で、認知症になった場合に、地域で暮らし続けるために必要だ

と思うこととして最も多く挙げられたのは「認知症のことを相談できる窓口体制の充実」が 63.2％と最

も高く、次いで「認知症を早期発見・早期診断するための仕組みづくり」（53.6％）、「認知症への正

しい知識を広める啓発活動」（30.1％）となっています。 

○一方、認知症に関する相談窓口の認知度については２割台と低くなっています。認知症は早期の気づき

と適切な相談・支援につなげることが、その後の生活の質の維持や家族の負担軽減にも影響すると考え

られることを踏まえ、相談支援体制の充実とともに、相談窓口の周知を行っていくことも求められてい

ると考えられます。 

○また、在宅介護実態調査において、介護者の方が介護に関して学びたいことについては、「認知症ケア」

が 20.6％と最も高くなっています。今後、認知症施策推進にあたっては、誰もが認知症になり得ること

を前提に、認知症になっても希望を持って暮らし続けることができるという「新しい認知症観」に基づ

く必要があることも踏まえ、認知症の人本人の意思や尊厳を尊重した支援のあり方や適切な関わり方に

ついて、地域全体で理解を深めるための普及啓発を進めていくことが重要であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ニーズ調査：認知症に関する相談窓口を知っているか】 

【ニーズ調査：認知症になった場合に、地域で暮らし続けるために必要だと思うこと】※上位５位 

n = 6,138　

認知症のことを相談できる窓口体制の充実

認知症を早期発見・早期診断するための
仕組みづくり

認知症への正しい知識を広める啓発活動

買い物や外出の付き添い

介護サービスにあたる専門職の質の向上

認知症の方とその家族の手助けとなる
ボランティアの養成

簡単な掃除やごみ出しなどの手伝い

介護者同士が話をしたり情報交換をしたりする場所や
家族の交流会

認知症の方の権利を守るための支援

認知症の方が活躍する場づくり、社会参加の
機会の確保

認知症の方同士が話をしたり情報交換を
したりする場所

若年性認知症の方に対する支援の拡充

その他

わからない

無回答

63.2

53.6

30.1

29.3

28.7

28.3

26.1

22.8

19.0

15.8

14.9

14.1

1.0

10.4

4.8
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（%）

  凡　例

n = 6,138 26.9 69.6

3.5

はい いいえ 無回答

（%）

【在宅介護実態調査：介護に関して学びたいこと】 

n = 340　

認知症ケア

在宅生活における安全対策

介護保険制度

終末期の準備

介護技術

在宅医療の知識

高齢者の心理

高齢者の金銭管理

いずれにも該当しない

無回答

20.6

12.4

11.8

11.8

10.6

10.3

7.9

4.1

40.0

12.4

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（%）
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（５）在宅生活の継続と介護者への支援 

○在宅介護実態調査における、家族等による介護の頻度については、対象者の半数以上がほぼ毎日介護を

受けられている状況です。現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護

等については、先述した「認知症状への対応」のほか、排泄や入浴などのお世話、移動に関する支援な

ど、様々な内容で介護に不安を抱えていることがわかります。 

○また、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、終末期にどこで生活したいかについては、「自宅」

が 60.9％となっており、介護が必要になった場合でも、自宅での生活を希望する割合は高くなっていま

す。 

○在宅生活の継続における課題は、身体機能の低下、認知機能の変化、外出や社会参加の制約といった複

合的な要因によって構成されていることを踏まえ、各種ニーズを踏まえながら、訪問系サービスや通所

系サービスの充実、認知症支援体制の強化、移動支援の確保など、多様なニーズに対応できるサービス

基盤の整備を検討していくとともに、相談支援機能の強化を図り、本人と家族双方を支える体制づくり

を推進していく必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

n = 434 19.6 6.2 9.4 7.1 55.5

2.1

ない

家族・親族の介護はあるが、

週に１日よりも少ない

週に１～２日ある

週に３～４日ある

ほぼ毎日ある

無回答

（%）

【在宅介護実態調査：家族等による介護の頻度】 

n = 340　

認知症状への対応

夜間の排泄

入浴・洗身

日中の排泄

外出の付き添い、送迎等

屋内の移乗・移動

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

服薬

食事の介助（食べる時）

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

30.0

28.5

27.9

25.3

25.0

18.2

11.5

10.3

8.5

8.2

4.7

4.4

3.8

3.2

2.6

7.1

1.6

24.3

0 20 40

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

（%）

【在宅介護実態調査：主な介護者が不安に感じる介護（再掲）】※上位５位 

【ニーズ調査：終末期、どこで生活したいか】 

  凡　例

n = 6,138 19.5 60.9 7.2 3.7 8.7

病院 自宅 施設 その他 無回答

（%）
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○なお、在宅介護実態調査では、在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービスとして「移送サー

ビス（介護・福祉タクシー等）」が最も多くなっています。また、ニーズ調査において、外出を控えて

いる理由の第３位として「交通手段がない」ことが挙げられており、在宅介護を支える視点と高齢者の

社会参加を促進する視点の双方から、外出・移動に関する支援の充実が求められていると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ニーズ調査：外出を控える理由】※上位５位 

n = 434　

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物など）

見守り、声かけ

掃除・洗濯

調理

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

配食

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

21.4

20.5

17.7

16.1

15.7

15.7

15.2

10.4

6.5

3.9

40.3

6.2

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（%）

【在宅介護実態調査：在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス】※上位５位 

n = 1,265　

足腰などの痛み

外での楽しみがない

交通手段がない

トイレの心配（失禁など)

経済的に出られない

病気

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

障害（脳卒中の後遺症など)

その他

無回答

46.4

23.5

20.9

19.8

19.4

13.0

8.5

8.1

2.8

12.7

1.6

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

（%）
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○在宅介護実態調査において、働いている介護者が介護のために働き方を調整しているかについては、多

くの方が短時間勤務や休暇取得など何らかの調整を行っており、今後の就労継続については、「続けて

いくのは、やや難しい」や「続けていくのは、かなり難しい」と回答した方が 11.8％となっています。

また、介護による介護者自身への影響については、「精神的なイライラ」（33.5％）や「慢性的な疲れ」

（29.7％）、「腰痛」（24.1％）等が挙げられています。在宅生活の継続を支えるにあたっては、要介

護者本人への支援の充実に加え、介護者の身体的・精神的負担の軽減及び就労継続を支える支援体制が

今後も必要であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【在宅介護実態調査：主な介護者の就労継続の可否】 

【在宅介護実態調査：主な介護者の働き方の調整の状況】 

  凡　例

n = 152 23.7 44.7 3.9 7.9 7.2 12.5

問題なく、

続けていける

問題はあるが、

何とか続けていける

続けていくのは、

やや難しい

続けていくのは、

かなり難しい

主な介護者に

確認しないと、わからない

無回答

（%）

【在宅介護実態調査：介護による介護者自身への影響】※上位５位 

n = 340　

精神的なイライラ

慢性的な疲れ

腰痛

不安感

睡眠不足

肩凝り

頭痛

抑うつ感

食欲不振

無気力感

いずれにも該当しない

無回答

33.5

29.7

24.1

21.2

19.4

11.5

6.5

3.8

2.9

1.8

29.1

7.1

0 20 40

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（%）

n = 152　

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、
遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りなが
ら、働いている

介護のために、「労働時間の調整」「休暇」「在宅勤務」
以外の調整をしながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

特に行っていない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

32.2

20.4

11.2

4.6

39.5

3.9

0.7

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

（%）
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（６）介護現場の労働環境の改善 

○介護支援専門員アンケートの結果によると、業務を行う上で困難であると感じることについては、「家

族が協力的でない、キーパーソンがいない」が 72.2％と最も高く、次いで「身寄りがいない」（66.9％）、

「処遇困難ケースへの対応」（46.7％）となっています。また、担当する高齢者への対応で困ったケー

スでは、「独居で関わる人がいない」（61.8％）や「何でもケアマネに頼ってくる」（60.3％）が高く

なっており、支援の担い手が限られる中で、介護支援専門員に役割が集中している実態がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n = 317　

家族が協力的でない、キーパーソンが
いない

身寄りがいない

処遇困難ケースへの対応

事務作業（書類作成など）

低所得者、生活保護者へのサービス導入

主治医との調整や連携

認知症高齢者へのサービス導入

介護保険サービスの理解や算定の仕方

各サービス事業所との調整や連携

２号被保険者へのサービス導入

その他

特にない

無回答

72.2

66.9

46.7

45.7

39.1

31.2

26.2

14.8

13.2

6.6

5.0

2.8

-

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（%）

【介護支援専門員：業務を行う上で、困難であると感じること】 

【介護支援専門員：担当する高齢者の対応で困ったケース】※上位５位 

n = 317　

独居で関わる人がいない

何でもケアマネに頼ってくる

家族の理解が得られない

昼夜逆転や暴言など家族や周囲が
疲労する

徘徊等の問題行動がある

暴力以外のハラスメント

暴力行動で家族や周囲の人に危害を
加える

認知症ゆえに虐待や詐欺の被害にあう

スタッフの考えがバラバラ

その他

特に困ったことはない

無回答

61.8

60.3

47.3

21.8

16.7

15.8

8.2

7.9

4.1

9.1

2.8

0.3

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（%）
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○業務上のストレスについては、「業務（責任）に伴う負担」（58.0％）や「ケアマネジメント業務と関

わりのない業務」（54.6％）、「労働（拘束）時間と多忙さ」（36.0％）が上位となっており、業務量

や本来業務以外の対応が負担となっている状況がみられます。 

○加えて、職場環境に関しては、「給与（人事評価）」の改善を求める声が 47.3％と最も高く、現在の給

与額に満足しているかについては「不満足」と「とても不満足」が合わせて 41.4％となっており、

処遇面における課題もみられる状況です。 

○介護現場においては、支援ニーズの多様化や家族機能の変化等を背景として、介護支援専門員をはじめ

とする専門職に業務負担が集中している状況がみられると考えられることから、業務の適正化や役割分

担の見直し、関係機関との連携強化を図るとともに、介護人材の確保・定着に向けた処遇改善や働きや

すい職場環境の整備など、総合的な取組を推進していく必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護支援専門員：職場で改善してほしいこと】※上位５位 

n = 317　

業務（責任）に伴う負担

ケアマネジメント業務と関わりのない
業務

労働（拘束）時間と多忙さ

利用者（家族）との人間関係

介護保険制度のしくみ、行政の対応

本人・家族からの暴力、暴言または
威圧的な言動（ハラスメント）

社会的な評価

職場内の人間関係

他事業者との人間関係

相談相手が不在

その他

特にない

無回答

58.0

54.6

36.0

34.1

26.8

21.8

16.7

10.4

8.2

7.9

6.6

4.7

-

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

（%）

【介護支援専門員：現在の給与の満足度】 

n = 317　

給与（人事評価）

職員の増員

福祉厚生

労働時間（残業）

勤務形態（時差出勤等）

空調等の労働環境

職場の雰囲気

職場の衛生面

その他

特にない

無回答

47.3

18.9

18.3

11.0

10.4

9.1

7.9

0.9

5.4

30.9

4.4

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

（%）

  凡　例

n = 317 4.1 8.5 9.8 34.4 30.0 11.4

1.9

とても満足

そこそこ満足

満足

普通

不満足

とても不満足

無回答

（%）

【介護支援専門員：業務上のストレス】※上位５位 


